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個 別 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時

価法(売却原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による

原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物    ３年～ 47年 

その他   ２年～ 20年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリ

ース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却することとして

おります。 

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次

のとおり計上しております。 

破綻先：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者 

実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者 

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者 

要管理先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件

緩和債権）である債務者 

要注意先：貸出条件や返済履行状況に問題のある債務者、業況が低調又は不安定な債務者な

ど、今後の管理に注意を要する債務者 



株式会社 東日本銀行 

 

正常先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者 

① 破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、帳簿価額から、担保の処分可 

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

② 破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回 

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権に 

ついては、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿 

価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)により計上してお 

ります。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッシュ・フロー見積法によ 

り計上しており、経営改善計画等の期間内にあって一定の要件に該当する債務者に係 

る債権については、引き続きキャッシュ・フロー見積法により計上することとしてお 

ります。 

③ ②以外の破綻懸念先に係る債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上 

しております。予想損失額は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収 

可能見込額を控除した残額に対して、過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に 

基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

④ 上記以外の債権のうち、要管理先については今後３年間、正常先及び要注意先につい 

ては今後 1年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、債権額に 

対して、主として過去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、 

これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署

から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（４）株式報酬引当金 

株式報酬引当金は、取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に

対する報酬の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上して

おります。 

（５）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当事業年度末においては、信託

財産及び年金資産の合計額が退職給付債務を一時的に超過したため当該差額を前払年金費用に

計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数

理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 
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過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額

法により損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益 

処理 

（６）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備え

るため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（７）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した融資について、将来発生す

る可能性がある負担金支払の見込額を計上しております。 

６. ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指

針第 24号。 以下、「業種別委員会実務指針第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジによるこ

ととしております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピ

ングのうえ特定し評価することとしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

委員会実務指針第 25号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価

の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う資金関連ス

ワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価することと

しております。 

７. グループ通算制度の適用 

当行は、グループ通算制度を適用しております。 

 

重要な会計上の見積り 

 会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

貸倒引当金  11,534百万円 

 貸倒引当金の金額の算出方法等は、「重要な会計方針」の「５．引当金の計上基準」の「（１）貸倒引当

金」に記載のとおりであり、計上にあたって、以下のような主要な仮定を用いております。 

 ・債務者の実態評価、経営改善計画等に基づく債務者区分の判定における貸出先の将来見込み 

 ・過去の処分実績等に基づく不動産等担保の今後の処分可能見込額の見通し 

 ・予想損失額の算定に際して、過去平均値に基づく損失率に加える必要な修正において考慮する過去実

績の趨勢等に基づく将来見込み等 
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 これらの仮定は、将来の不確実な経済状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、仮定と実績 

との間に重要な差異が生じた場合には、翌事業年度の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額等の金額に重要 

な影響を与える可能性があります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１.  関係会社の株式総額                    223百万円 

２.  銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりでありま 

す。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又

は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第

２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている

場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額      13,237百万円 

危険債権額                   30,570百万円 

三月以上延滞債権額                  379百万円 

貸出条件緩和債権額                4,219百万円 

合計額                     48,407百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸

出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものでありま

す。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３.  手形割引は、業種別委員会実務指針第 24号に基づき金融取引として処理しております。これに 

より受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は 3,667百万円であります。 

４.  担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                          24百万円 

有価証券                       231,400百万円 

その他の資産                         6百万円 

担保資産に対応する債務 

        預金                          2,135百万円 
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             債券貸借取引受入担保金               3,623百万円 

        借用金                       31,900百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 11,616 百万円を差し入れております。

また、その他の資産には、保証金 1,240百万円が含まれております。 

５.  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受 

けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付ける

ことを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、102,441百万円であります。

このうち契約残存期間が１年以内のものが 87,252百万円あります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高その

ものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契

約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し

込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保

全上の措置等を講じております。 

６.  土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用の土地の 

再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。 

再評価を行った年月日 1999年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に

定める地価公示法の規定により公示された価格に基づいて、合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額は、当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。 

７.  有形固定資産の減価償却累計額                  9,278百万円 

８.  有形固定資産の圧縮記帳額                            711百万円 

９.  「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対 

する当行の保証債務の額は 1,388百万円であります。 

１０.  関係会社に対する金銭債権総額                    799百万円 

１１.  関係会社に対する金銭債務総額                    124百万円 

１２.  銀行法第 18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にか

かわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金と

して計上しております。  

当事業年度における当該剰余金の配当は、ありません。 

１３.  銀行法施行規則第 19条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は 

9.22％であります。 
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（損益計算書関係） 

１.  関係会社との取引による収益 

    資金運用取引に係る収益総額              5百万円 

    役務取引等に係る収益総額               12百万円 

    その他業務・その他経常取引に係る収益総額       6百万円 

   関係会社との取引による費用 

    資金調達取引に係る費用総額             17百万円 

    役務取引等に係る費用総額              0百万円 

    その他の取引に係る費用総額            282百万円 

 

２.  関連当事者との間の取引は次のとおりであります。 

種類 
会社等の 

名称 

事業の 

内容 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社の 

子会社 
(株)横浜銀行 銀行業 - 

資金貸借 

関係 

コールマネー 

の受入 

（注1）（注2） 

248,743 コールマネー 250,000 

コールマネー 

利息の支払 

（注2） 

1,071 未払費用 10 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） コールマネーの受入の取引金額は、当事業年度中の平均残高を記載しております。 

（注２） コールマネーの利率は、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。 

 

（有価証券関係） 

１.  子会社・子法人等株式（2026年３月 31日現在） 

子会社・子法人等株式で市場価格のあるものは該当ありません。 

なお、市場価格のない子会社株式は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 223 
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２.  その他有価証券（2026年３月 31日現在） 

 種類 
貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

株式 8,316 2,388 5,928 

債券 8 8 0 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

 社債 8 8 0 

その他 50,900 23,536 27,363 

小計 59,224 25,933 33,291 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

株式 － － － 

債券 256,737 266,171 △9,434 

 国債 23,098 24,558 △1,460 

 地方債 166,911 172,054 △5,143 

 社債 66,727 69,558 △2,830 

その他 28,641 32,009 △3,367 

小計 285,378 298,180 △12,802 

合計 344,603 324,113 20,489 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 791 

組合出資金 416 

組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

31号）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

３.  当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 381 229 15 

債券 13,594 49 269 

  国債 5,332 49 － 

  地方債 4,973 － 85 

  社債 3,287 － 184 

その他 57,774 2,452 2,376 

合計 71,750 2,730 2,661 
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４.  減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則時価が取得原価まで

回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評

価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。 

当事業年度において、減損処理したものはありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有

価証券の発行会社区分ごとに次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先  時価が取得原価に比べて下落 

要注意先             時価が取得原価に比べて 30％以上下落 

正常先              時価が取得原価に比べて 50％以上下落 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸

念先及び要注意先以外の債務者であります。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額                                  3,297百万円 

有価証券償却                                                    163百万円 

その他                                                         980百万円 

繰延税金資産小計                                                4,442百万円 

評価性引当額                                                  △1,791百万円 

繰延税金資産合計                                                2,650百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金                     6,297百万円 

その他                                                         51百万円 

繰延税金負債合計                                                6,349百万円 

繰延税金負債の純額                                              3,698百万円 

 

(注) 当行はグループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及

び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号）に従って、法人税及び地方法人税の会計処

理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額       829円 81銭 

１株当たりの当期純利益金額     28円 80銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 



第１６０期　決 算 公 告

２０２６年６月２５日

連結貸借対照表(２０２６年３月３１日現在)

（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

107,131  預 金 1,616,510  

345,811  譲 渡 性 預 金 50,750  

1,630,406  コールマネー及び売渡手形 250,000  

8,562  債券 貸借取 引受入 担保金 3,623  

29,784  借 用 金 31,900  

建 物 10,843  そ の 他 負 債 12,503  

土 地 16,903  賞 与 引 当 金 412  

その他の有形固定資産 2,037  役 員 賞 与 引 当 金 26  

3,145  株 式 報 酬 引 当 金 81  

ソ フ ト ウ ェ ア 3,058  睡眠預金払戻損失引当金 389  

その他の無形固定資産 87  偶 発 損 失 引 当 金 615  

11,822  繰 延 税 金 負 債 5,258  

1,611  再評価に係る繰延税金負債 2,614  

△ 11,588  支 払 承 諾 1,611  

負 債 の 部 合 計 1,976,297  

（　純 資 産 の 部　）

資 本 金 38,300  

資 本 剰 余 金 24,653  

利 益 剰 余 金 64,248  

株 主 資 本 合 計 127,201  

その他有価証券評価差額金 14,191  

土 地 再 評 価 差 額 金 5,558  

退職給付に係る調整累計額 3,392  

その他の包括利益累計額合計 23,142  

非 支 配 株 主 持 分 45  

純 資 産 の 部 合 計 150,389  

2,126,687  負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,126,687  資 産 の 部 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 資 産

科　　　　　目

（　資　産　の　部　）

現 金 預 け 金

有 価 証 券

貸 出 金

東 京 都 中 央区 日 本 橋 3 丁目 11 番 2 号

株 式 会 社 東 日 本 銀 行
代表取締役頭取 助川 和浩
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（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 　

37,501
29,194

貸 出 金 利 息 24,368
有 価 証 券 利 息 配 当 金 4,098
預 け 金 利 息 726
そ の 他 の 受 入 利 息 0

5,205
235

2,865
償 却 債 権 取 立 益 3
そ の 他 の 経 常 収 益 2,862

29,942
6,223

預 金 利 息 4,157
譲 渡 性 預 金 利 息 545
コールマネー利息及び売渡手形利息 1,354
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 25
借 用 金 利 息 141
そ の 他 の 支 払 利 息 0

1,238
1,307
17,720
3,452

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 772
そ の 他 の 経 常 費 用 2,679

7,558
130

固 定 資 産 処 分 損 81
減 損 損 失 48

7,428
1,815
501

2,316
5,111

1
5,109

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

そ の 他 業 務 収 益

金　　　　　額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

連結損益計算書（
２０２５年４月  １日から
２０２６年３月３１日まで ）



株式会社 東日本銀行 
 

 

連 結 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等          １社 

東日本銀ジェーシービーカード株式会社 

（２）非連結の子会社及び子法人等           

該当ありません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 

（２）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

該当ありません。 
 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日                   １社 
 

４．のれんの償却に関する事項 

該当ありません。 
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会計方針に関する事項 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格

のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 
 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物   ３年～47 年 

その他   ２年～20 年 

連結される子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定率法により償却しておりま

す。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却することとしております。 
 

４．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次のとおり

計上しております。 

破綻先：破産、特別清算等、法的又は形式的に経営破綻の事実が発生している債務者 

実質破綻先：破綻先と実質的に同等の状況にある債務者 

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者 

要管理先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権）である

債務者 

要注意先：貸出条件や返済履行状況に問題のある債務者、業況が低調又は不安定な債務者など、今後の管理に注

意を要する債務者 

正常先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者 

（１）破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

（２）破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取

りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初

の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）

により計上しております。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッシュ・フロー見積法により計

上しており、経営改善計画等の期間内にあって一定の要件に該当する債務者に係る債権については、引き続き

キャッシュ・フロー見積法により計上することとしております。 

（３）（２）以外の破綻懸念先に係る債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。

予想損失額は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に対して、過

去の一定期間における貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算

定しております。 

（４）上記以外の債権のうち、要管理先については今後３年間、正常先及び要注意先については今後１年間の

予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、債権額に対して、主として過去の一定期間における

貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 
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すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しております。 

連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 
 

５．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 
 

６．役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 
 

７．株式報酬引当金の計上基準 

株式報酬引当金は、当行の取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に対する報

酬の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 
 

８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
 

９．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した融資について、将来発生する可能性のある

負担金支払の見込額を計上しております。 
 

１０．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであり

ます。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 
 

１１．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
 

１２．重要なヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24 号。以下、「業

種別委員会実務指針第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価

の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金等とヘッジ手段である金利

スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ特定し評価することとしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 25

号）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権

債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う資金関連スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッ

ジの有効性を評価することとしております。 
 

１３．グループ通算制度の適用 

当行は、グループ通算制度を適用しております。 
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重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に

係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

貸倒引当金 11,588 百万円 

貸倒引当金の金額の算出方法等は、「会計方針に関する事項」の「４．貸倒引当金の計上基準」に記載のとおりで

あり、計上にあたって、以下のような主要な仮定を用いております。 

・債務者の実態評価、経営改善計画等に基づく債務者区分の判定における貸出先の将来見込み 

・過去の処分実績等に基づく不動産等担保の今後の処分可能見込額の見通し 

・予想損失額の算出に際して、過去平均値に基づく損失率に加える必要な修正において考慮する過去実績の趨勢

等に基づく将来見込み等 

これらの仮定は、将来の不確実な経済状況の変化等によって影響を受ける可能性があり、仮定と実績との間に重

要な差異が生じた場合には、翌連結会計年度の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額等の金額に重要な影響を与える可

能性があります。 

 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債

権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証し

ているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、

貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並び

に注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに

限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額   13,269 百万円 

危険債権額                30,593 百万円 

三月以上延滞債権額              379 百万円 

貸出条件緩和債権額              4,219 百万円 

合計額                  48,462 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由

により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従っ

た債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に

該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更

生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準

ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
 

２．手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ

た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 

3,667 百万円であります。 
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３．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

 現金預け金                                  24 百万円 

 有価証券                               231,400 百万円 

  その他資産                                  ６百万円 

担保資産に対応する債務  

預金                                     2,135 百万円 

債券貸借取引受入担保金          3,623 百万円 

借用金                                  31,900 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券 11,616 百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、保証金 1,240 百万円が含まれております。 
 

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であり

ます。これらの契約に係る融資未実行残高は、103,698 百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内の

ものが 86,929 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行並びに連結される子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子

会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め

定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。 
 

５．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価

を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日          1999 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に定める地価公示

法の規定により公示された価格に基づいて、合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額は、当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。 
 

６．有形固定資産の減価償却累計額       9,285 百万円 
 

７．有形固定資産の圧縮記帳額          711 百万円 
 

８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は 1,388 百万円であります。 
 

９．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は 9.22％であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益 2,495 百万円を含んでおります。 
 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損 1,616百万円及び本店ビル賃貸に係る費用 514 百万円を含んでおり

ます。 
 

３．包括利益                   12,563 百万円 
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（金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、銀行業務を中心に、金融サービスに係る事業を行っております。地域の中小企業及び個人

顧客を対象とした業務を当行グループの中核事業と位置づけ、業務の健全性と適切性を確保し、当行が地域金

融機関としての使命を遂行していくことを基本方針としております。このため、当行では、銀行の資産と負債

を総合的に管理するための経営会議において、各種のリスクテイクのあり方を検討しつつ、経営環境や市場環

境の変化に対応できる銀行全体の運用・調達構造の構築に努めております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当行が保有する金融資産は、主として貸出金及び有価証券であります。貸出金は、貸出先の契約不履行によ

ってもたらされる信用リスクに晒されております。有価証券については、国債を中心とする債券や上場株式等

であり、主に銀行業務において運用する目的で、その他有価証券で保有しております。これらは、それぞれ発

行体の信用リスク、金利リスクや価格変動リスクに晒されております。 

金融負債については、主として法人預金及び個人預金であり、風評リスクの顕在化等による当行の信用力低

下により、資金の調達が困難となり損失を被る流動性リスクに晒されております。 

貸出金等の資産と預金等の負債には、金利又は期間のミスマッチが存在しており、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、金利スワップ取引を行うことにより当該リスクを回避する仕組みができております。 

外貨建の金融資産・金融負債については、為替相場の変動により損失が発生する為替リスクに晒されており

ます。 

デリバティブ取引については、リスクヘッジを目的に、金利関連取引の金利スワップ取引、及び通貨関連取

引の資金関連スワップ取引に取り組むこととしており、金利・為替などの市場の変動により損失が発生する市

場リスク、及び取引相手方の破綻等により当初の契約どおりに取引が履行されなくなる信用リスクに晒されて

おります。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当行では、貸出の基本方針であるクレジットポリシーに基づき与信の小口分散に努めているほか、個別の与

信審査においては、担保・保証に過度に依存することのないようお客さまの財務内容、経営状況、資金使途の

健全性、回収確実性など定量面や定性面を総合的に判断しております。 

また、信用リスク管理部署であるリスク管理部は、個別与信審査を行う融資部から独立した組織とし、債務

者及び個別与信案件の信用度を客観的に分類するための「内部格付制度」や「自己査定制度」を整備し、適切

な信用リスクのコントロールと適正な償却・引当を実施しております。 

②市場リスクの管理 

≪管理態勢≫ 

当行では、ＡＬＭ（Asset Liability Management）の一環として、金利リスク、価格変動リスクのコントロ

ールを実施しております。具体的には、リスク管理部署は各種リスクリミットの遵守状況と市場取引の運用状

況や損益状況について、毎日、直接経営陣に報告しております。 

また、毎月開催される経営会議において、市場リスクの状況について報告しております。 

≪市場リスクの計測≫ 

当行では、市場リスクについて、ＶａＲ（バリューアットリスク）やＢＰＶ（ベーシスポイントバリュー）

を計測してリスク管理を行っております。また、ＶａＲだけでは十分に捉えられないリスクについてはストレ

ステストを定期的に実施し、自己資本と対比する等の方法で補完しております。 

③資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、銀行間市場取引に依存せず、預金獲得やグループ間の資源を有効活用するなど、常に安定的な資

金調達に努めております。 
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≪管理態勢≫ 

当行では、資金繰り管理を適切におこなうために半期ごとに換金性の高い流動性資産を一定水準以上確保し

なければならないとする第一線準備額などを経営会議で定めております。リスク管理部では、この支払準備額

が一定水準以上確保されていることを日々監視しております。 

流動性リスクの顕在化の兆候が察知された場合には、「資金繰り緊急態勢」に移行し、必要な対応策につい

て意思決定し行動に移す管理体制としております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が

異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、外

国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。このほか、「連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載

を省略しております。 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)有価証券    

  その他有価証券(＊１) 344,603 344,603 － 

(2)貸出金 1,630,406   

 貸倒引当金(＊２) △11,536   

 1,618,870 1,609,801 △9,068 

資産計 1,963,473 1,954,404 △9,068 

(1)預金 

(2)譲渡性預金 

(3)借用金 

1,616,510 

50,750 

31,900 

1,616,962 

50,750 

31,900 

451 

－ 

－ 

負債計 1,699,160 1,699,612 451 

(＊１)「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号）第24-３項及び第24-９項の取扱

いを適用した投資信託はありません。 

(＊２)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の

「その他有価証券」には含まれておりません。 

(単位：百万円) 

区 分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(＊１)  791 

組合出資金(＊２) (＊３) 416 

(＊１)非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号）第５

項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊２)組合出資金について、８百万円減損処理を行っております。 

(＊３)組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号）第24-16

項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

  （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

その他有価証券     

債券     

国債 23,098 － － 23,098 

地方債 － 166,911 － 166,911 

社債 － 65,346 1,388 66,735 

株式 8,099 216 － 8,316 

その他（＊１） － 79,542 － 79,542 

資産計 31,197 312,016 1,388 344,603 

（＊１）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号）第 24-３項及び第 24-９項の

基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託はありません。 

 

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

貸出金 － － 1,609,801 1,609,801 

資産計 － － 1,609,801 1,609,801 

預金 － 1,616,962 － 1,616,962 

譲渡性預金 － 50,750 － 50,750 

借用金 － 31,900 － 31,900 

負債計 － 1,699,612 － 1,699,612 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券 

株式は、取引所の価格によっており、市場の活発性に基づき、主にレベル１の時価に分類しております。債券は、

日本証券業協会公表の売買参考統計値又は取引金融機関から提示された価格等によっており、国債は主にレベル１

の時価に、地方債及び社債（私募債を除く）は主にレベル２の時価に分類しております。 

私募債は、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミアム

等を加算した割引率で割り引いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。 

投資信託は、公表されている基準価額等によっており、主にレベル２の時価に分類しております。 
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貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異な

っていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも

のは、主として、将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミ

アム等を加算した割引率で割り引いて時価を算定しております。また、約定期間等が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保

及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は連結決算日における連結貸借対照表上

の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価額を時価としております。 

貸出金については、レベル３の時価に分類しております。 
 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定

期預金及び譲渡性預金については、商品別、残存期間別にグルーピングした将来キャッシュ・フローを市場金利で割

り引いた割引現在価値により、時価を算定しております。なお、預入期間等が短期間（１年以内）のものは、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

預金及び譲渡性預金については、レベル２の時価に分類しております。 
 

借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結される子会社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価

としております。固定金利によるものは、将来のキャッシュ・フローを、当該借用金の残存期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値を時価としております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

借用金については、レベル２の時価に分類しております。 

 

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2026 年３月 31 日） 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券      

その他有価証券         

私募債 割引現在価値法 
倒産確率 0.0％－1.8％ 0.3％ 

倒産時の損失率 20.0％－80.0％ 47.9％ 

 

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2026 年３月 31 日） 

 （単位：百万円） 

  期首残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売却、 

発行及び決済の

純額 

レベル３の 

時価への振替 

レベル３の時

価からの振替 
期末残高 

当期の損益に計

上した額のうち

連結貸借対照表

日において保有

する金融資産及

び金融負債の 

評価損益 

損益に 

計上 

その他の 

包括利益 

に計上 

有価証券         

その他有価証券         

 社債 
 

1,463 － △11 △62 － － 1,388 － 

資産計 1,463 － △11 △62 － － 1,388 － 
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（３）時価の評価プロセスの説明 

   当行グループは、リスク管理部門において、時価の算定に関する方針及び手続を定めるとともに、算定された時

価の適切性を検証しております。時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを反映できる適切

な評価モデルを用いております。第三者から入手した相場価格を利用する場合においては、利用されている評価技

法及びインプットの確認や自行推定値との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 

 

（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

倒産確率 

倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示す推定値であります。倒産確率の大幅な上昇（低下）は、時価

の著しい下落（上昇）を生じさせます。 

倒産時の損失率 

倒産時の損失率は、倒産時において発生が見込まれる損失の債券又は貸出金の残高合計に占める割合を示す

推定値であります。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。 

 

（有価証券関係) 

１．その他有価証券(2026 年３月 31 日現在) 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

株式 8,316 2,388 5,928 

債券 8 8 0 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 8 8 0 

その他 50,900 23,536 27,363 

小計 59,224 25,933 33,291 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

株式 － － － 

債券 256,737 266,171 △9,434 

国債 23,098 24,558 △1,460 

地方債 166,911 172,054 △5,143 

社債 66,727 69,558 △2,830 

その他 28,641 32,009 △3,367 

小計 285,378 298,180 △12,802 

合計 344,603 324,113 20,489 
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２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日) 

 
売却額 

 (百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 381 229 15 

債券 13,594 49 269 

 国債 5,332 49 － 

 地方債 4,973 － 85 

社債 3,287 － 184 

その他 57,774 2,452 2,376 

合計 71,750 2,730 2,661 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額               850円02銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額   28円88銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

 


